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北海道畜産担い手育成総合整備事業実施要領 

 

                                 平成 16 年４月 28 日付け農地第 146 号農政部長通知 

一部改正   平成 17 年４月１日付け農地第 908 号 

平成 19 年６月 14 日付け農地第 267 号  

平成 21 年４月１日付け農地第 839 号  

平成 22 年４月１日付け農地第 649 号  

平成 22 年４月 30 日付け農地第 183 号 

平成 23 年４月 14 日付け農地第 26 号  

平成 25 年５月１日付け農地第 78 号  

平成 30 年４月 25 日付け農地第 56 号  

平成 31 年４月 11 日付け農地第 30 号  

令和２年７月１日付け農地第 128 号  

令和８年２月９日付け農地第 438 号  

最終改正  令和８年４月１日付け農地第５４３号 

第１  趣旨 

 北海道畜産担い手育成総合整備事業（以下「畜産担い手育成総合整備事業」という。）

の実施の取扱いに関しては、農業競争力強化農地整備事業実施要綱（平成 30 年３月 30

日付け 29 農振第 2604 号農林水産事務次官依命通知）、農山漁村地域整備交付金実施要

綱（平成 22 年 4 月 1 日付け 21 農振第 2453 号農林水産事務次官依命通知）、農業競争力

強化農地整備事業実施要領（平成 30 年３月 30 日付け 29 農振第 2605 号農林水産省農村

振興局長、29 生畜第 1500 号農林水産省生産局長連名通知）、農山漁村地域整備交付金

実施要領（平成 22 年４月１日付け 21 生畜第 2045 号農林水産省生産局長、21 農振第 2454

号農林水産省農村振興局長、21 林整計第 336 号林野庁長官、21 水港第 2724 号水産庁長

官連名通知）、土地改良事業関係補助金交付要綱（昭和 31 年 8 月 13 日付け 31 農地第

3966 号農林水産事務次官依命通知。）、農山漁村地域整備交付金交付要綱（平成 22 年 4

月 1 日付け 21 農振第 2567 号農林水産事務次官依命通知）及び北海道補助金等交付規則

（昭和 47 年北海道規則第 34 号。以下「規則」という。）並びに北海道補助金等交付規

則の運用について（昭和 47 年 4 月 1 日付け局総第 303 号副出納長通達。以下「運用方針」

という。）に定めるもののほか、この要領によるものとする。 

 

第２ 基本事項 

１ 用語の定義 

 この要領で使用する用語は、農業競争力強化農地整備事業実施要領別紙３草地畜産

基盤整備事業に係る運用（以下「運用」という。）及び農山漁村地域整備交付金実施

要領別紙１の運用４草地畜産基盤整備事業（以下「交付金運用」という。）によるも

のとする。 

２ 対象事業 

 畜産担い手育成総合整備事業（以下、「補助対象事業」という。）は、運用第４の

１及び交付金運用第４の１の各表の種類欄に定める事業（以下「草地畜産基盤整備事

業」という。）のうち、次に掲げる事業とする。 

 （１）畜産担い手総合整備型（再編整備事業）（以下「再編事業」という。） 

 （２）草地整備利用促進事業（以下「促進事業」という。） 
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 ３ 事業実施主体及び補助対象者 

事業実施主体及び補助対象者は、再編事業にあっては事業指定法人とし、促進事業

にあっては市町村、事業指定法人、農業協同組合又は農業協同組合連合会とする。 

 

第３ 事業実施地区選定の申請及び申請手続 

  １ 農業競争力強化農地整備事業の場合 

  （１） 市町村長は、再編事業及び促進事業（自己資金若しくは他の助成により事業実

施計画を作成する場合を除く）の実施を希望する場合は、運用第６の３の(1)のアに

規定する事業実施地区選定申請書を総合振興局長又は振興局長（以下「総合振興局長

等」という。）を経由して知事に提出するものとする。 

   （２） 知事は、事業実施計画を樹立するときは、あらかじめ農林水産省畜産局長に運

用第６の３の（３）のアに規定する実施計画樹立地区選定承認申請を行い、同局長

から承認の通知があった場合は、その結果について総合振興局長等を経由して関係

市町村長に通知するものとする。 

 ２ 農山漁村地域整備交付金の場合 

  （１） 市町村長は、再編事業の実施を希望する場合は、交付金運用の第６の３の（１）

のアに規定にする事業実施地区選定申請書を総合振興局長等を経由して知事に提出

するものとする。 

   （２） 知事は、交付金運用第６の３に規定する事業実施計画の樹立の実施地区を選定

した場合は、その結果について総合振興局長等を経由して関係市町村長に通知する

ものとする。 

 

第４ 事業実施計画の樹立及び決定手続 

 １ 農業競争力強化農地整備事業のうち再編事業の場合 

  （１）総合振興局長等は、第３の１の（２）の通知があったときは、農業競争力強化農

地整備事業実施要綱第５に規定する農業競争力強化基盤整備計画（以下「基盤整備

計画」という。）及び運用第５に規定する畜産活性化計画（以下「活性化計画」と

いう。）を作成するとともに事業実施計画の樹立のために必要な調査を実施し、事

業実施計画を作成するものとする。 

   （２）総合振興局長等は、前号の基盤整備計画、活性化計画及び事業実施計画を作成

した場合は、事業実施計画について、関係市町村及び事業実施主体からの同意書を

添えて、農政部長に提出するものとする。 

   （３）知事は、運用第７の９に規定する関係市町村長への通知に当たっては、総合振

興局長等を経由して行うものとする。 

 ２ 農業競争力強化農地整備事業のうち促進事業の場合（自己資金若しくは他の助成に

より事業実施計画を作成する場合を除く） 

   （１）総合振興局長等は、第３の１の（２）の通知があったときは、農業競争力強化 

農地整備事業実施要綱第５に規定する畜産基盤整備計画を作成するものとする。 

   （２）総合振興局長等は、前号の畜産基盤整備計画を作成した場合は、事業を実施す 

る地区の農業経営基盤強化促進法（昭和 55 年法律第 65 号）第 19 条に規定する地域 

計画（以下「地域計画」という。）及び畜産基盤整備計画について市町村及び事業 

実施主体（事業実施主体が市町村の場合を除く）からの同意書を添えて、事業の採 

択を希望する年度の前年度の 10 月末日までに農政部長に提出するものとする。 
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   （３）知事は、運用第７の９に規定する関係市町村長及び事業実施主体への通知に当

たっては、総合振興局長等を経由して行うものとする。 

 ３ 農業競争力強化農地整備事業のうち促進事業であって自己資金もしくは他の助成に

より事業実施計画を作成する場合 

    （１）事業実施主体は、農業競争力強化農地整備事業実施要綱第５に規定する畜産基

盤整備計画を作成するものとする。 

   （２）事業実施主体は、前号の畜産基盤整備計画を作成した場合は、事業を実施する

地区の地域計画及び畜産基盤整備計画について、関係市町村からの同意書を添えて

（事業実施主体が市町村の場合は同意書の添付は要しない）事業の採択を希望する

年度の前年度の 10 月末日までに振興局長等に提出するものとする。ただし、事業実

施主体が事業指定法人、農業協同組合及び農業協同組合連合会の場合、事業実施主

体は畜産基盤整備計画について総合振興局長等及び関係市町村と調整し作成するも

のとする。 

 ４ 農山漁村地域整備交付金の場合 

   （１）総合振興局長等は、第３の２の（２）の通知があったときは、交付金運用第５ 

に規定する活性化計画を作成するとともに事業実施計画の樹立のために必要な調 

査を実施し、事業実施計画を作成するものとする。 

   （２）総合振興局長等は、前項の活性化計画及び事業実施計画を作成した場合は、事 

業実施計画について、関係市町村及び事業実施主体からの同意書を添えて、農政 

部長に提出するものとする。 

   （３）知事は、交付金運用第７の２に規定する関係市町村長への通知に当たっては、 

総合振興局長等を経由して行うものとする。 

 

第５  事業実施計画等の変更 

  １ 事業実施主体は、事業実施計画について、次のいずれかに該当する変更をしようと

するときは、関係市町村と協議の上、別記第１号様式の草地畜産基盤整備事業実施計

画変更要望申請書に変更後の事業実施計画を添えて、総合振興局長等を経由して農政

部長に提出するものとする。 

   （１）事業実施主体、管理経営主体又は事業参加者の変更 

  （２）受益草地等の面積の 10 パーセント以上（促進事業の場合は、５パーセント以上

かつ７ヘクタール以上）の増又は減 

  （３）工種の新設又は廃止 

  （４）労賃又は物価の変動によるものを除く総事業費の 10 パーセント（促進事業の場

合は、20 パーセント）以上の変動（事業の入札、契約の改善、技術開発等による費

用の縮減による事業費の減であって、変更前の事業実施計画に基づく事業により得

られる効用と同等以上の効用が得られるものによる場合を除く。） 

  ２ 農政部長は、１の規定により提出された申請が適当であると認め、事業実施計画を

変更したときは、別記第２号様式（その１）及び同様式（その２）の草地畜産基盤整

備事業実施計画変更通知書により、総合振興局長等を経由して事業実施主体及び関係

市町村長に通知するものとする。 

  ３  総合振興局長等は、第４で作成した計画を変更しようとするときは、あらかじめ、

別記第３号様式の農業競争力強化基盤整備計画等変更承認申請書に変更後の計画を添

えて、農政部長に提出し、その承認を受けるものとする。 



 - 4 - 

  ４ 農政部長は、３の規定により提出された申請が適当であると認めるときは、別記第

４号様式の農業競争力強化基盤整備計画等変更承認通知書により総合振興局長等に通

知するものとする。 

  ５ 総合振興局長等は、４の規定による通知を受け基盤整備計画及び活性化計画（促進

事業の場合は、畜産基盤整備計画）を変更したときは、関係市町村長に通知するもの

とする。 

 

第６ 年度別事業計画の承認 

  １ 事業実施主体は、当該年度に実施する事業の内容及びそれに要する経費の配分の計

画（以下、「年度別事業計画」という。）について、別記第５号様式の事業計画（変

更）承認申請書に別記第６号様式の畜産担い手育成総合整備事業計画（実績）書を添

付の上、総合振興局長等に提出し、その承認を得るものとする。 

  ２ 総合振興局長等は、１の規定により申請書の提出を受けたときは、その内容を審査

し、予算の範囲内において当該事業を実施させることが適当と認めた場合は、速やかに

別記第７号様式の事業計画承認通知書を交付するものとする。 

 ３ 総合振興局長等は２の承認を行う場合において、あらかじめ、別記第８号様式の事

業計画（変更）協議書により農政部長と協議し、同意を得るものとする。 

 

第７ 補助金の交付申請 

  １ この補助金の交付を申請しようとする者（以下「補助事業者」という。）は、規則

第３条の２の規定に基づき補助金の交付を受けようとするときは、別記第９号様式の

補助金等交付申請書に次に掲げる書類を添えて総合振興局長等が別に定める日までに

総合振興局長等に提出するものとする。 

    （１）事業計画（実績）書（別記第 10 号様式） 

    （２）補助金等交付申請額算出調書（別記第 11 号様式） 

    （３）経費の配分調書（別記第 12 号様式） 

    （４）事業予算書（別記第 13 号様式） 

    （５）資金収支計画書（別記第 14 号様式）（補助事業者が市町村である場合を除く） 

    （６）畜産担い手育成総合整備事業計画（実績）書（別記第６号様式） 

  ２ 補助金の交付申請は、別表１で定める補助金額の計算方法に基づいて算出される額

の範囲内で行うものとする。ただし、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額（補助

対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち消費税法（昭和 63 年法律第

108 号）に規定する仕入に係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地

方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計

額に補助率等を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明ら

かな場合には、これを減額して申請しなければならない。なお、交付申請時において、

当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかでない場合については、この限りで

はない。 

  ３ 補助事業者は、１の申請書の提出に当たり、別記第 15 号様式の消費税等納税対応 

状況申出書を提出するものとする。 

 

第８ 補助金の交付の決定等の通知   

  １ 総合振興局長等は、当該申請について規則第４条による調査を行い、補助金を交付 
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  すべきものと認めたときは、規則第６条の規定による補助金の交付の決定の通知を、 

  別記第 16 号様式の指令書により行うものとする。 

 ２ 総合振興局長等は、規則第６条第２項の規定による補助金の交付をしないことを決 

  定したときは、別記第 17 号様式により当該補助金の交付の申請者に速やかに通知す  

   るものとする。 

  ３ 総合振興局長等は、第７の３の規定により消費税等納税対応状況申出書を提出した 

  補助事業者における消費税等仕入控除税額を減じずに補助金の交付の申請を行った場 

  合には、１の指令書に定める条件のほか、次に掲げる条件を追加するものとする。 

   （１）補助事業等実績報告書の提出に当たって、この補助金にかかる消費税等仕入 

    控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税 

法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入に係る消費税額として控除できる部

分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税

率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）

があり、かつその金額が明らかとなった場合には、これを補助金額から減額して

報告しなければなりません。 

   （２）補助事業等実績報告書を提出した後に消費税及び地方消費税の確定申告により 

この補助金にかかる消費税等仕入控除税額が確定した場合には、要領に定める別 

記第 18 号様式によりその金額（実績報告において、前項により減額した場合に 

あっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに総合振興局長等 

に報告するとともに、当該金額を返還しなければなりません。 

     また、この補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又はな 

い場合であっても、その状況等について、当該補助金の額の確定があった日の翌 

年の５月末日までに同様式により総合振興局長等に報告し、当該金額を返還しな 

ければなりません。 

    （３）総合振興局長等は、前項のまた書きの条件に基づき補助事業者から報告があっ 

た場合には、当該年の６月 20 日までに同様式により農政部長に報告するものとす 

る。 

 ４ 総合振興局長等は、補助金の交付の決定に当たり、補助事業を概算払ができるもの 

  と認めた場合又は補助事業を遂行する上で周知させる事項がある場合には、指令書と 

  ともに別記第 19 号様式で補助事業者にその旨通知するものとする。 

 

第９ 申請の取り下げ    

  １ 補助事業者は、補助金の交付の決定の内容又はこれに付けた条件に不服があるとき 

  には、補助金の交付の決定の通知を受理した日から 10 日以内に、別記第 20 号様式の 

補助金等交付申請取下書を提出して申請を取り下げることができるものとする。 

 ２ 総合振興局長等は、補助金の交付の申請の取下げがあったときには、農政部長に報 

 告するものとする。 

 

第 10 年度別事業計画等の変更 

 １ 補助事業者が、規則第６条の補助金の交付の決定の通知を受けたのち年度別事業計 

  画及び補助金の交付の決定の内容について次に掲げる変更を行おうとする場合は、別 

  記第５号様式の事業計画（変更）承認申請書及び別記第 21 号様式の事業変更承認申請 

書に第７に掲げる関係書類を添えて総合振興局長等に提出し、その 
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承認を受けなければならない。 

    （１）経費の配分の変更 

    ア 工種別の経費の 30 パーセントを超える増減。ただし、増減額が 400 万円（純 

工事費、測量及び試験費、用地及び補償費以外のものにあっては 50 万円）以 

下の場合を除く。 

  （２）事業の内容の変更 

    ア 地区名の変更 

    イ 当該事業の受益草地により管理経営を行う者の変更 

    ウ 受益草地面積の 30 パーセントを超える増減 

       エ 工種別事業量の 30 パーセント（草地整備改良、草地造成改良及び野草地整備 

改良以外の工種別事業量については、400 万円以下に相当する事業量以下の場 

合を除く。）以上の増減  

    オ 工種の新設、変更又は廃止 

  （３） （１）及び（２）に掲げる事項以外に係る変更であって、補助金の額の増 

  （４） （１）及び（２）に掲げる事項以外に係る変更であって、補助金の額の減（事 

業実績による補助金額の減を除く。） 

  ２ 総合振興局長等は、１の申請書を受理したときは、その内容を審査し補助事業に適 

  合すると認めたときには、別記第 22－１号様式又は別記第 22－２号様式の変更指令書 

で補助事業者に通知するものとする。 

  ３ 総合振興局長等は、２の規定による承認をしようとする場合で、１の(1)から(3)に 

  掲げる変更に該当する場合は、あらかじめ別記第８号様式の事業計画（変更）協議   

  書により農政部長に協議し、その同意を得なければならない。 

 

第 11 事業の中止又は廃止 

  １ 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときには、別記第 23 号様 

式の補助事業等中止（廃止）承認申請書に関係書類を添えて、総合振 

興局長等に承認の申請を行うものとする。 

 ２ 総合振興局長等は、１の中止又は廃止について承認するとき又は不承認のときには、 

  別記第 24 号様式で補助事業者に通知するものとする。 

 ３ 総合振興局長等は、２の承認又は不承認を通知するに当たっては、申請書の写しを 

  添えてあらかじめ農政部長と協議するものとする。 

 

第 12 事業の執行の遅延又は不能 

  １  補助事業者は、補助事業が期間内に完了しないとき又はその遂行が困難なときには、 

  別記第 25 号様式の補助事業等執行遅延（不能）報告書に別記第 26 号様式の事業遂行 

状況報告書及び別記第 27 号様式の繰越等実施計画書を添えて、総合振興局長等に報告 

し、その指示を受けるものとする。 

 ２ 総合振興局長等は、１について補助事業者に事業遂行を指示するときには、別記  

  第 28 号様式で行うものとする。 

 ３ 総合振興局長等は、２の事業遂行を指示するに当たっては、報告書等の写しを添え 

  てあらかじめ農政部長と協議するものとする。 
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第 13 事情変更  

  １  総合振興局長等は、補助金の交付決定後の事情変更により特別の必要が生じたとき 

  には、規則第８条により次のいずれかの措置をとるものとする。 

  （１）補助金の交付の決定の全部又は一部の取消し 

    次の様式で補助事業者に通知するものとする。 

 取消しに係る部分の返還金なし 取消しに係る部分の返還金あり 

全部の取消し   別記第 29－１号様式   別記第 29－２号様式 

一部の取消し   別記第 29－３号様式   別記第 29－４号様式 

  （２）補助金の交付の決定の内容又はこれに付けた条件の変更 

     別記第 29－５号様式で補助事業者に通知するものとする。 

 ２ 総合振興局長等は、１の（１）により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消 

そうとするときには、あらかじめ農政部長と協議するものとする。 

 

第 14 補助金の概算払 

 １ 補助事業者は、概算払の申請をしようとするときには、別記第 30 号様式の補助金等

概算払申請書に別記第 14 号様式の資金収支計画書等の関係書類を添えて、総合振興局

長等に提出しなければならない。ただし、第７の２のただし書により補助金交付申請

時に消費税等仕入控除税額を減じて申請を行った補助事業者の概算払申請額は、消費

税等仕入控除税額を減じて計算した額とするものとする。 

 ２ 総合振興局長等は、概算払をすることと決定したときには、別記第 31－１号様式 

の概算払決定通知書により補助事業者に通知するものとする。 

 ３ 総合振興局長等は、概算払をしないことの決定したときには、速やかにその決定の 

  理由を付して別記第 31－２号様式の概算不払決定通知書により補助事業者にその 

旨の通知をするものとする。 

 

第 15  状況報告 

  １ 補助事業者は、契約残又は人夫賃、資材費等の単価減及び測量試験費等の減により 

  執行残が生じた場合、別記第 32 号様式の請負契約等執行状況報告書を速やかに総合  

   振興局長等に提出するものとする。 

  ２ 総合振興局長等は、規則第 11 条の規定による当該補助事業の遂行状況に関し、別記 

  第 26 号様式の事業遂行状況報告書の提出を求め、又は当該職員に調査をさせること 

ができるものとする。 

 

第 16  事業の遂行命令    

 １  総合振興局長等は、補助事業者が補助金の交付の決定の内容又はこれに付けた条件 

  に従って補助事業を遂行していないと認めるときには、別記第 33－１号様式の補助 

事業遂行命令書により補助事業者にその遂行を命ずるものとする。 

 ２  総合振興局長等は、補助事業者が１の命令に従わないときには、別記第 33－２号 

様式の補助事業遂行停止及び是正命令書により補助事業者に補助事業の一時停止及び 

是正措置を命ずるものとする。 

 ３  総合振興局長等は、補助事業者が２の命令に従い是正措置を講じたときには、別記 

  第 33－３号様式の補助事業遂行停止解除命令書により補助事業者に一時停止の解除 

を命ずるものとする。 
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 ４  総合振興局長等は、補助事業者が２の是正命令に従わないときには、補助金の交付 

  の決定の全部又は一部を取り消すものとし、次の様式で補助事業者に通知するものと 

  する。 

 取消しに係る部分の返還金なし 取消しに係る部分の返還金あり 

全部の取消し   別記第 29－１号様式   別記第 29－２号様式 

一部の取消し   別記第 29－３号様式   別記第 29－４号様式 

 ５ 総合振興局長等は、４により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消そうとす 

  るときには、あらかじめ農政部長と協議するものとする。 

 

第 17 工事の完成等 

  １ 補助事業者は、当該事業に係る建設工事が完成したときは、別記第 34 号様式の補助 

事業等に係る工事完成届を速やかに総合振興局長等に提出するものとする。 

 ２ 補助事業者は、機械の導入を完了したときは、１に準じて、別記第 35 号様式の補助 

事業に係る機械導入完了報告書を速やかに総合振興局長等に提出するものとする。 

  ３ 総合振興局長等は、１の工事完成届を受理したときは、当該職員をして当該建設工 

  事を検査させ、別記第 36 号様式の補助事業に係る建設工事完成検査調書を作成させる 

ものとする。 

      また、２の機械導入報告書を受理したときは、特に必要と認めるものについて、当 

  該職員をして、当該機械導入を検査させ、別記第 37 号様式の補助事業に係る機械導入 

完了検査調書を作成させるものとする。 

 

第 18 実績報告 

 １  補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含 

  む。）又は道の会計年度が終了したときには、当該補助事業の完了の日若しくは廃止 

  の承認を受けた日から 30 日以内又は翌年度の４月 10 日までのうち、いずれか早い日  

までに別記第 38 号様式の補助事業等実績報告書に次に掲げる関係書類及び出来高設 

計書を添えて、総合振興局長等に提出するものとする。 

   なお、道の会計年度が終了したときに行う実績報告書には、併せて別記第 39 号様 

式の補助事業遂行計画書を添付するものとする。 

   （１）事業計画（実績）書（別記第 10 号様式） 

    （２）補助金等精算書（別記第 40 号様式） 

    （３）事業精算書（別記第 41 号様式） 

    （４）畜産担い手育成総合整備事業計画（実績）書（別記第 6 号様式） 

  ２ 総合振興局長等は、１の実績報告書を受理したときは規則第 15 条に基づき必要に応

じて当該職員に現地調査等を行わせ、別記第 42 号様式の現地調査等結果報告書を作成

させるものとする。 

 

第 19 額の確定 

 １ 総合振興局長等は、規則第 15 条に定める額の確定を通知するときには、別記第 43 

－１号様式で行うものとする。 

 ２ 総合振興局長等は、額の確定に伴い既に確定額を超える補助金が交付されていると 

  きには、別記第 43－２号様式の補助金等返還命令書により補助事業者にその超過額 

の返還を命ずるものとする。 
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第 20  補助金の交付状況報告 

   総合振興局長等は、規則第 15 条の規定に基づき、補助金の額を確定したときは、別記 

第 44 号様式の補助金交付状況報告書に別記第 6 号様式の畜産担い手育成総合整備事業 

計画（実績）書及び関係書類を添付し、速やかに農政部長に報告するものとする。 

 

第 21 地区完了報告 

    事業実施主体は、事業が完了したときは、別記第 45 号様式の草地畜産基盤整備事業完

了報告書に関係書類を添付し、速やかに総合振興局長等を経由して農政部長に報告する

ものとする。 

 

第 22 帳簿及び書類の備付け 

    補助事業者が規則第 22 条に基づき備付けるべき帳簿及び書類は、次に掲げるものとす 

る。ただし、法令、定款等に基づく帳簿等により当該事項を処理する場合はこの限りで 

ない。 

  （１）費用収入原簿 

  （２）現金出納簿 

  （３）歳入内訳書 

  （４）歳出内訳書 

  （５）物品購入簿 

  （６）人夫使役簿 

  （７）工事日誌 

  （８）物品受払簿 

  （９）人夫出役簿 

  （10）工事施工についての書類(協定書、請負契約書、指令書、承認書、寄付申込書等) 

  （11）収入支出の証拠書類 

  （12）用地買収登記関係書類 

  （13）財産管理台帳（別記第 46 号様式） 

    （14）その他必要な帳簿及び書類 

 

第 23 財産の処分   

 １ 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産で、次に掲げるも 

  のを、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、 

  又は担保に供しようとするときは、総合振興局長等に対し、補助事業等により取得し、 

  又は効用の増加した財産の処分等の承認基準について（平成 20 年５月 23 日付け 20 

経第 385 号農林水産省大臣官房経理課長通知。以下「承認基準」という。）の定めの 

例により、財産処分の承認を得る又は報告を行わなければならない。 

  （１）不動産 

  （２）１件当たり 50 万円以上の機械及び機器 

 ２ １の規定は、補助事業者が補助金の全部に相当する額を道に納付した場合又は減価 

  償却資産の耐用年数に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号。以下「大蔵省令」と 

いう。）で定める耐用年数（国庫補助事業で大蔵省令に定めのない財産については、 

農林水産大臣が別に定める年数）に相当する期間を経過した場合には、この限りでな 
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い。 

 ３ 総合振興局長等は、１について承認又は不承認するときには、別記第 47 号様式の財 

産処分承認（不承認）書によりで補助事業者に通知するものとする。ただし、承認 

基準の定めの例により、報告の受理をもって、その承認があったものと見なされる場 

合は、この限りではない。 

   なお、補助事業を行うに当たって、補助対象物件を担保に供し、自己資金の全部又 

  は一部を国が行っている制度融資から融資を受ける場合であって、かつ、その内容（金 

  融機関名、制度融資名、融資を受けようとする金額、償還年数、その他必要な事項） 

  が補助金等交付申請書に記載してある場合は、第８の補助金の交付決定通知をもって 

  総合振興局長等の承認があったものとする。 

 ４ 総合振興局長等は、３の承認又は不承認を通知するに当たっては、申請書の写しを 

  添えてあらかじめ農政部長と協議するものとする。また、３のただし書きにより報告 

  を受理した場合は、速やかに報告の写しを添えて農政部長に報告するものとする。 

 

第 24  受益地の転用に係る補助金返還   

    補助事業者は補助事業に係る草地等の農用地( 以下「受益地」という。）の全部又は  

一部が「草地開発事業等の受益地の転用に伴う補助金の返還措置について」（昭和 49 

年５月 10 日付け 49 畜Ｂ第 603 号農林事務次官依命通知。以下「返還通知」という。） 

の記の２の（１）に定める８年間(当該地区に数年にわたり補助金が交付された場合は、

最終交付年度の翌年度から起算して８年間)を経過するときまでに転用が行われる場合

には、返還通知の定めるところにより補助金のうち、別表２の算出方法により算出され

る額（総合振興局長等がこれより少ない額を定めたときは、その額）に相当する額を総

合振興局長等に返還しなければならない。 

 

第 25  交付決定の取消し及び補助金返還   

 １  総合振興局長等は、第 13 及び第 16 の規定のほか、規則第 17 条により、補助事業者 

が次の各号のいずれかに該当する場合には、補助金の交付の決定の全部又は一部を取 

り消すことができるものとする。 

  （１）補助金を他の用途に使用したとき、又は正当な理由がないのに補助金等を使用 

しないとき。 

  （２）虚偽の申請又は虚偽の実績報告により補助金を過大に請求し、又は受領したと 

き。 

   （３）補助事業に関して不正に他の補助金（道以外の者が補助事業者に対して交付す 

る補助金その他の助成を含む。）を重複して受領したとき。 

   （４）規則第 23 条第１項の規定に違反したとき。 

   （５）前各号に掲げる場合のほか、補助事業に関して、補助金の交付の決定の内容若 

しくはこれに付した条件その他法令若しくはこれに基づく総合振興局長等の処分 

に違反したとき、又は不正な行為をしたとき。 

  ２  総合振興局長等は、１について補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消そうと 

  するときには、次の様式で補助事業者に通知するものとする。 

 取消しに係る部分の返還金なし 取消しに係る部分の返還金あり 

全部の取消し   別記第 29－１号様式   別記第 29－２号様式 
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一部の取消し   別記第 29－３号様式 額の確定前 別記第 29－４号様式 

額の確定後 別記第 29－６号様式 

３ 総合振興局長等は、２により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消そうとす 

 るときには、あらかじめ農政部長と協議するものとする。 

 

第 26 額の再確定 

１ 補助事業者は、第 19 の１の規定による額の確定通知を受けた後において、補助事業に

関し、違約金、返還金、保険料その他の補助金に代わる収入があったこと等により補助

事業に要した経費を減額すべき事情がある場合は、総合振興局長等に対し当該経費を減

額して作成した実績報告書を第 18 の１に準じて提出するものとする。 

２ 総合振興局長等は、前項に基づき実績報告書の提出を受けた場合は、第 19 の１に準じ

て改めて額の確定を行うものとする。 

３ 第 19 の２の規定は、前項の場合に準用する。 

 

第 27 補助事業者に対する調査等   

  総合振興局長等は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があると認める 

ときは、補助事業者に対し、報告を求め、又はその職員に、帳簿及び書類その他の物件 

を調査させ、若しくは関係者に質問させることができるものとする。 

 

第 28 融資に係る手続き 

１ 市町村長は、運用第 10 の４の（２）のアの規定による協議は、総合振興局長等と行

うものとする。 

２ 総合振興局長等は、運用第 10 の４の（２）のイの規定による通知を行ったときは、

農政部長にその旨を報告するものとする。 

 

第 29 環境に係る情報協議会 

１ 総合振興局長等は、第４の事業実施計画の樹立及び変更に当たっては、環境との調

和への客観性、透明性を確保するため、原則として環境に係る専門家、地域住民の代

表からなる「環境に係る情報協議会」を開催し、環境に関する意見交換、情報収集を

行うものとする。 

２ 前項の規定による「環境に係る情報協議会」の構成及び運営に関する事項は、総合

振興局長等が別に定めるものとする。 

 

第 30  電子メールによる申請等 

  補助事業者は、補助金の交付の申請、届出、その他この補助事業に関し道に行う通知

については、当該申請等に係る書類の磁気的記録を総合振興局長等が別に指定する電子

メールアドレスに電子メールを送信する方法により行うことができる。  

 

第 31 補助金の交付等に関する権限の委任 

  この補助金の交付決定、補助金の額の確定その他補助金の交付に関する知事の権限は、

総合振興局長等に委任するものとする。  
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第 32 その他 

    この実施要領に定めるもののほか、本事業の実施に関し必要な事項は、農地整備課草 

地整備担当課長が別に定めるものとする。 

 

第 33 経過措置 

   令和８年３月 31 日前に補助金の交付決定を行った補助事業については、なお従前の例

による。 


